
2 FUKURI AOMORI 3FUKURI AOMORI

組合員の資格取得・喪失の手続きはお早めに
　新規採用等に伴う組合員資格取得、転出や退職に伴う組合員資格喪失をする場合は、下記の区分に従い、
速やかに関係書類の提出をお願いします。
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（組合員番号が変更となるときは、上記同様に組合員証等を

一旦返却していただく場合があります）
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①から④の書類に加えて、
前歴確認のために「勤務実
績証明書」の添付が必要

新採用になったとき
（はじめて常勤臨時講師等になっ
た者を含む）

フルタイムの会計年度任用職員の
勤務期間が、引き続き12カ月を
超えたとき

常勤臨時講師等が引き続き本採用
になったとき

年度末退職者または再任用期間満
了者が、引き続き常勤臨時講師等
になったとき

他の（都道府県の公立学校共済組
合）支部より異動となったとき

他の（公務員）共済組合より異動
となったとき

他の（都道府県の公立学校共済組
合）支部へ異動となったとき

他の（公務員）共済組合へ異動と
なったとき

組合員証及び被扶養者証を
一旦返却（新しい組合員証
等を交付します）

注2： 他共済の組合員証・
 被扶養者証（写）を
 添付

注4： 他共済へ組合員証・
 被扶養者証（写）を
 提出

注1： 他支部の組合員証・
 被扶養者証を添付

注3：他支部へ組合員証・
 被扶養者証を提出

※年金加入期間等報告書の記入にあたっては、過去の年金記録を全て記入してください。加入履歴が多数ある場
合は、年金加入期間等報告書に「ねんきん定期便（写）」または年金事務所発行の「年金加入記録（写）」を添付
することにより、年金加入期間欄の記入を省略して差し支えありません。

※20歳以上60歳未満の配偶者を被扶養者として認定する場合は「国民年金第3号被保険者関係届」も併せて
提出するようお願いします。

　臨時的任用職員として任用される常勤臨時講師等（臨時講師、臨時養護助教諭、臨時実習助手、臨時学校
栄養職員、臨時事務職員）は、任用された日から、共済組合の組合員資格を取得することになります。
　フルタイムの会計年度任用職員は、任用から引き続いて12カ月を超えた場合に13カ月目の初日から組
合員資格を取得することになりますが、前歴を確認しますのであらかじめ共済組合へ連絡をお願いします。

（公務員として再就職しない場合）

◆被扶養者の取消
　取消要件に該当した場合は、速やかに所属所（学校等）を経て「被扶養者取消申告書」に必要書類を添えて提出して
ください。
　詳細は「福利厚生ハンドブック」の24ページ、様式は　210ページ、記入例は　28ページに掲載しています。
　注意：提出の遅れによりさかのぼって取消となった場合は、医療費の返還が生じることがありますのでご注意ください。

○様

取消日 取消要件の事実発生日を確認するための必要書類等取消要件
就　職

収入超過

別　居

雇用保険受給
※日額3,612円以上の雇用保険失業給付金を受給することとなったとき

就職した日

別居した日

支給期間初日

収入が超過した日
または
超過する見込みが
たった日

 ・雇用保険受給資格者証（写）、失業者退職手当受給資格者証（写）

 ・就職辞令（写）、加入した健康保険証（写）等

 ・住民票謄本

①年額130万円（障害年金受給者または、60歳以上で年金受給者は180万円）以上の恒常的な収入が
　あると見込まれるとき
　（個人年金や財形年金を解約などで一括で受け取る場合は、恒常的収入ではありません。）
　・雇用契約書（写）……労働条件が変更した日が取消日
　・年金改定通知書（写）……証書を受領した日が取消日
　・個人年金、財形年金の証書（写）……証書を受領した日が取消日
②事業所得、農業所得、不動産所得、配当所得などの収入が限度額を超えたとき
　・給与以外の所得は、確定申告書及び収支内訳書（写）……申告を行った日が取消日
　（所得税法上の必要経費とは異なる取扱いとなりますので、支部へご確認ください。）
③月額108,334円以上の収入が3カ月連続したとき
　複数の恒常的収入がある場合は、毎月合算した額が上記金額以上になっていないか確認をしてください。

　・毎月の給与明細書で確認

　（手続きの際は、「超過前」の給与明細と「超過後」の給与明細3カ月分、あわせて4カ月分の給与明細が必要です。）
※詳細は福利厚生ハンドブック24ページ「5.被扶養者の取消」をご覧ください。

○記

※同居要件が必要な方との別居による取消（福利厚生ハンドブック22ページ「被扶養者として認定できる親族の範囲」を参照してください。）

※被扶養者の認定・取消ともに、必要に応じて上記以外の書類が必要な場合があります。必要書類等が不明な場合はご連絡ください。
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給料が翌月払いの場合……3カ月目の給料日翌日が取消日
給料が当月払いの場合……4カ月目の初日が取消日

被扶養者の認定要件も確認しましょう

◆被扶養者の認定

　年度替わりの時期は、被扶養者の異動も多い時期です。
　この時期多く見られる被扶養者の認定・取消の要件を下表に記載していますので、いずれかに該当する方は
所属所経由で手続きを行ってください。
　詳細については、「福利厚生ハンドブック」をご覧ください。

　認定要件に該当した場合は、その要件を備えた日から30日以内に所属所（学校等）を経て「被扶養者認定申告書」に
必要書類を添付し、提出してください。普通認定（扶養手当あり）と特別認定（扶養手当なし）では提出書類が異なり
ますので、ハンドブック23ページ「●提出書類」の表を参照してください。
　詳細は「福利厚生ハンドブック」の22ページ～24ページ、様式は　210ページ、記入例は　27ページに掲載し
ています。
　注意：事実発生日から30日を超えて申告した場合は、被扶養者認定申告書に記載された「所属所受理年月日」が認定日となり

ますのでご注意ください。忘れずに30日以内に申告しましょう。

○記○様

認定日 認定要件の事実発生日を確認するための必要書類等認定要件

 ・確定申告書及び収支内訳書（写）……申告を行った日が認定日
　（所得税法上の必要経費とは異なる取扱いとなりますので、支部へご確認ください。）
 ・年金改定通知書（写）……通知書を受領した日が認定日
 ・雇用契約書（写）……労働条件が変更した日が認定日
　（収入超過で取消となっていた場合は、労働条件の変更により認定が可能です。）

退　職

収入減少

生計維持者の退職
による扶養替え

同　居
※同居要件が必要な方との同居による認定（福利厚生ハンドブック22ページ「被扶養者として認定できる親族の範囲」を参照してください。）

退職した日の翌日

退職した日の翌日

同居した日

収入の減少が確定
した日
または
減少する見込みが
たった日

 ・住民票謄本

 ・退職辞令（写）、離職票（写）、加入していた健康保険の資格喪失証明書等

 ・退職辞令（写）、離職票（写）、加入していた健康保険の資格喪失証明書等
 ・戸籍謄本

年額130万円（障害年金受給者または、60歳以上で年金受給者は180万円）の収入限度額に満たない
とき、または見込まれるとき


